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建設投資、許可業者数及び就業者数の推移【全国】
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和元年度（2019年度）まで実績、令和２年度（2020年度）・令和３年度（2021年度）は見込み、令和４年度（2022年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、
増加に転じ、令和４年度は約67兆円となる見通し（ピーク時から約20％減）。 

○ 建設業者数（令和３年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和４年平均）は479万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲30.1%

479万人
（令和４年平均）

475千業者
（令和３年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲20.9%

67.0兆円
（令和４年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲20.2％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）
就業者数：619万人

許可業者数：531千業者

1



建設業就業者の年齢層【全国】

○60歳以上の高齢者（124万人 25.7％）は、10年後には大量離職が見込まれる。一方、そ
れを補うべき若手入職者（58万人 12.0％）の数は不十分。

出典：総務省「労働力調査」（R3年平均）を元に国土交通省にて推計
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29歳以下 北海道

○【全 国】685万人（H9）→ 503万人（H24）→482万人（R3）

○【北海道】35万人（H9）→22万人（H24）→21万人（R3）

建設業就業者数の推移 建設業就業者の高齢化の進行

○【全 国】 全産業平均に比べ建設業就業者の年齢構成比は高
齢化が進行し、次世代への技術継承が大きな課題。

○【北海道】 全国の建設業就業者数に比べ北海道は高齢化が顕
著である。

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省が算出
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○トンネルなどは、約５０年間で生産性を最大１０倍に向上。
一方、土工やコンクリート工などは、改善の余地が残っている。（土工とコンクリート工で直轄工

事の全技能労働者の約４割を占める）

■ トンネル工事

出典：日本建設業連合会 建設イノベーション

トンネル１mあたりに要する作業員数
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標準歩掛より算出

生産性 横ばい 生産性 横ばい

工場製作・運搬・据付関

連, 12％
NATM関連, ７％

土砂等運搬関連, ５％

仮説関連, ３％
橋梁架設関連, ３％

地盤改良関連, ２％

その他, 30％

機械土工
・舗装関連

22％

現場打ち
コンクリート関連

16％

「機械土工・舗装関連」及び
「現場打ちコンクリート関連」
で全体の約40%

東海道新幹線
（S30年代）

近年の新幹線
（H22年度）

工種による生産性の違い
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国土交通省では、「ICT※の全面的な活用（ICT土工）」等の施策を建設現場に導入
することによって、建設生産システム全体の生産性向上を図り、もって魅力ある建設
現場を目指す取組であるi-Construction（アイ・コンストラクション）を進めていま
す。【国土交通省HPより】

※ICTとは「Information and Communication Technology」の略称で、日本語では「情報通信技術」と訳されます。

i-Constructionとは？

・担い手不足、高齢化 ・時間外労働大 ・きつい仕事 … など

「地域の産業や暮らし（←生産空間の維持）等」に不可欠なインフラ整備、「激
甚化・頻発化する災害への対応」等を担う建設業の役割は極めて重要。

【建設業の課題】

【一方、国民からの期待や役割は増加】

「ICTの全面的な活用（ICT土工）」等の施策を建設現場に導入することによって
、建設生産システム全体の生産性向上を図り、魅力ある建設現場を目指す。

i-Constructionとは

5



i-Constructionとインフラ分野のDXの関係【国土交通省】

インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）

バーチャル現場

デジタルツイン

建機の自動化・自律化

VRでの現場体験、3Dの設計・施工協議の実現

国土交通データプラットフォー
ム

地図・地形
データ

気象
データ

交通（人
流）データ

防災データ

エネルギー
データ

施設・構造
物データ

ハザードマップ（水害リスク情報）の3D表示

AIを活用した画像判別

イ
ン
フ
ラ
の
利
用
・

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

建機メーカー建設業界
建設コンサルタント 等

ソフトウェア、通信
業界、サービス業界

占用事業者

デジタルデータの連携リスク情報の3D表示により
コミュニケーションをリアルに

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・

管
理
等
の
高
度
化

AIにより交通異常検知の判断・点検等を効率化

特車通行許可の

即時処理

地下空間の3D化

所有者と掘削事業者の

協議・立会等の効率化

河川利用等手続きの

オンライン24時間化

ICT施工 

コンクリート工の規格の標準化 

施工時期の平準化 

あらゆる建設生産プロセスでICTを全面的に活用
【３次元測量】 【ICT建機による施工】

BIM/CIM

受発注者共に設
計・施工の効率
化・生産性向上

定型部材を組み合わせた施工

平準化された工事件数

現状の工事件数

i-Construction（建設現場の生産性向上）

自律施工技術・自律運転を活用した建設生産性の向上
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⚫ 情報化施工技術は施工段階に特化した技術であるが、そこで用いられる３次元データを施工段階以外の建設プロセス（調査設計、施設管
理、災害復旧）においても活用することで、更なる生産性向上が図られる。

⚫ 更に農業農村整備では、建設プロセスと併せて営農段階でも３次元データを連携・活用することで、生産性向上の相乗効果を創出する。

３次元データ活用によるプロセス全体の生産性向上【農業部門】

建設プロセス全体で３次元データを活用するBIM/CIMの概念

出典：BIM/CIM活用ガイドライン（案）共通編（令和３年３月、国交省）

BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）とは、
コンピュータ上に作成した３次元の形状情報（３次元モデル）に加え、構造物
及び構造物を構成する部材等の名称、形状、寸法、物性及び物性値（強度等）、
数量、そのほか付与が可能な情報（属性情報）とそれらを補足する資料（参照
資料）を併せ持つ構造物に関連する情報モデル（BIM/CIM モデル）を構築する
こと（Building/ Construction Information Modeling）、及び、構築した
BIM/CIM モデルに内包される情報を管理・活用すること（Building/ 
Construction Information Management）をいう。

出典：未来投資会議構造改革徹底推進会合 農水省提出資料（令和２年３月31日）

農業農村整備では建設プロセスの他にも例えば、

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月閣議決定）
設計、施工、維持管理等の自動化・ＡＩ活用等による効率化な

どインフラＤＸを進め、特に、中小建設業等のＩＣＴ施工の利活
用環境の充実等により i-Construction を推進する。

成長戦略フォローアップ（令和２年７月閣議決定）
2023年度までに小規模を除く全ての公共事業でBIM/CIMを活用す

る

食料・農業・農村基本計画（令和２年３月閣議決定）
スマート農業のための農地の基盤整備や整備で得る座標データ

の自動運転利用、（中略）への対応を図るため、「スマート農業
プロジェクト」を立ち上げ、生産性や収益性の観点からも現場実
装が進むよう、必要な施策を検討・実施する。

成長戦略フォローアップ（令和３年６月閣議決定）
ICTを活用した農業農村整備で取得した座標データから、自動走

行農機やドローンの自動運転用の地図を作成し活用する手法を、
2022年度までに整備する。
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○ 施工段階における情報化施工に限らず、農業農村整備プロセス全体（調査設計、施工、維持管理、営農等）を通じた３次元データの活用を
推進することにより、プロセス全体の生産性向上やスマート農業の導入促進にも寄与することが期待される。

ICT建機による施工３次元起工測量・設計データ作成

〇図面の一元的集約や数量自動計算機能等により設計作業が効率化。
○構造物の干渉や施工計画等の可視化により設計照査の精度が向上。
〇設計段階から図面を３次元化すれば、施工段階の更なる生産性向上が
可能。

２次元図面 ３次元モデル

施工段階（情報化施工）

調査設計段階

面的な出来形管理

営農・維持管理段階

○ 情報化施工で得られたほ場や周辺構造物の詳
細な座標データを自動走行農機の走行経路設定に
利用する等、スマート農業実践の環境整備として
活用。

○ 農業水利施設の３次元モデルを構築し、属性
情報（材質、施工履歴、施設変状等）を付与して、
維持管理や更新事業計画に活用。

○ 工事完成時の３次元座標データを被災前地形
の把握に活用し、災害復旧工事の設計作業を効率
化。

転換

３次元モデルを施設監視に活
用

（変状データの保存・共有）

情報化施工で得られた３次元点群デー
タ

（ほ場及び周辺の工事完成形状）

自動走行農機搭載用の地図

スマート農業での活用 維持管理・災害時の活用

豪雨災害時の土量把握

UAV等による起工測量

３次元点群データ
（現況地形の面的把握）

３次元設計データ
（建機や施工管理で利用）

衛星測位に

よる位置把握

ICTブルドーザ

ICTバックホウ

GNSS
基準局

ヒートマッ
プによるほ
場特性の可

視化

２次元発注図面
データ処理 ３次元化

すり合わせ
～施工管理や監督・検査の省力化

～

UAV等による
出来形測量

出来形管理図
を面的整理

～営農の生産性向上への活用～
（農機作業計画、生育分析等）

青：切土、赤：盛土

～少人員・短期間で正確・安全な施工～～準備作業（測量・数量計算等）の省力化～ 8

農業農村整備プロセス全体での３次元データ活用
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農業農村整備が目指すべき姿

○ 令和３年11月、土地改良長期計画の政策目標の達成に向け、重点化する技術開発や取組方針をまとめた｢農業農村に関する
技術開発計画｣を策定。農業・農村が目指すべき姿を技術的視点から具体化し未来像を提示。その１つ｢スマート農業の推進に
よる生産性・技術性の高い農業｣では、基盤整備で得られたほ場の座標データを自動走行農機の経路設定に活用するなど、営農
作業の効率化を図りつつ生産性の高い農業を実践している姿を描いている。

ほ場の大区画化、農業用用排水路の
パイプライン化、自動給水栓及び水位・
水温センサーの設置、５Ｇ1)、BWA2) 、
LPWA3)等の無線局、光ファイバ等の情報通
信施設の整備など、スマート農業に対応
した基盤整備が行われている。また、基
盤整備段階で取得された農地基盤データ
（ほ場の座標データや土質等の属性情
報）を自動走行農機の経路設定等に活用
するなどデータの連係・活用が進み、作
物の生育状況観測、農薬散布等を行うド
ローン4)が飛び交い、無人農機が自動で倉
庫から農地まで行き来するなど、スマー
ト農業が実装され,営農作業の省力化を図
りつつ生産性の高い農業を実践していく。
1) 第5世代移動通信システム(5th Generation)の略。

①高速で大きな容量の通信ができること②信頼性が
高く低遅延の通信ができること③多数の機器に動じ
に接続ができること、という３つの特徴がある。

2) 地域広帯域移動無線アクセス(BWA:Broadband
Wireless Access)の略。2.5GHz帯の周波数の電波を
使用する。大容量な映像データ等の送信に適した無
線通信。

3) LowPowerWideAreaの略。省電力で、電波伝播距離は
数kmから数十kmと広範囲であり、気象や水位等の
データ送信に適した無線通信。

4) 無人航空機（UAV：Unmanned aerial vehicle)。安
価で操縦の容易さから急速に発展し、ホビーから業
務用まで様々な機種が普及している。
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11

情報化施工導入の様々なメリット

人員減や作業効率向上による省力化のほか、作業安全性や工事品
質の向上、農家等との合意形成の円滑化にも資する。
また、感染症拡大リスクがある状況下においては、作業人員減に

よる建設現場における接触機会の抑制に寄与する。

排水路側に向け
勾配を付けて施工

←GNSSアンテナ

３次元データにより完成イメージを分かり易く提示した上で、
営農者の要望を踏まえ、用水路側から排水路側へ勾配を持った表
土整地を実施。自動制御による精度の高い施工を実現し、営農者
からも好評価を得た。

従来必要だった準備作業
や誘導が省略でき、作業
効率、安全性が向上

ICT機器によるガイ
ドにより熟練者以
外でも操作可能

UAV測量等による施工
品質管理の効率化、設
計や施工成果の可視化

切土・盛土を色分け
して示すヒートマッ
プ

情報化施工技術による生産性向上効果

ほ場整備工事における平均的な成果として、現場作業や施工管
理に係る作業日数が約４割削減されたと報告されている。

11

丁張り設置

検測・誘導

9.1

5.7

12.0

10.6

85.0

50.4

7.1

3.4

2.7

1.1

6.4

3.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0 140.0

従来施工

情報化施工

測量 設計 施工 出来型管理 検査 納品

※令和２年度に国営農業農村整備事業で実施した情報化施工活用
工事の施工業者へのアンケート調査結果全体55件のうち、ほ場
整備工にあたる有効回答件数７件の平均値として算出。

※従来施工は施工業者の想定値。
※各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率と

は異なる。

日

平均対象面積：6.43ha 平均施工数量：14,069m３

74.9

122.3

約４割減

MC（マシンコントロール）ブルドーザ

情報化施工技術導入による様々なメリット

〇 情報化施工技術の活用事例においては、省力化による作業時間や投入労働力の低減効果はもとより、機械制御による工事品質の向上、現
場での錯綜回避による作業安全性の向上、可視化による合意形成の円滑化といった様々なメリットが生じている。
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【R5に追加】土工編、圃場整備工編

⚫ BIM/CIMを活用することで、２次元図面から３次元モデルへの移行による業務改革やより効果的なフロントローディング等の取組による合
意形成の迅速化、業務効率化、品質の向上、生産性向上等の効果が期待できる。

３次元データを活用した事業の流れ



情報化施工技術活用工事の対象工種、対象技術及び対象規模
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対象工種 技術区分 対象施工規模

共通工事

掘削、盛土

・TS等光波方式出来形管理技術

1,000m3以上

・TSノンプリズム出来形管理技術
・UAV出来形管理技術
・TLS出来形管理技術
・UAVレーザー出来形管理技術
・地上移動体搭載型LS出来形管理技術
・RTKーGNSS出来形管理技術
・ICT建設機械による施工
・施工履歴データ出来形管理技術
・モバイル端末出来形管理技術

床掘り ・ICT建設機械による施工

栗石基礎、砕石基礎、砂基礎、均しコンクリート
・TS等光波方式出来形管理技術
・RTK-GNSS出来形管理技術

管水路工事 管体基礎工 ・TS等光波方式出来形管理技術 1,000m3以上

ほ場整備工事 基盤造成、表土整地

・TS等光波方式出来形管理技術

1.0ha以上

・TSノンプリズム出来形管理技術
・UAV出来形管理技術
・TLS出来形管理技術
・UAVレーザー出来形管理技術
・地上移動体搭載型LS出来形管理技術
・RTKーGNSS出来形管理技術
・施工履歴データ出来形管理技術
・ICT建設機械による施工

舗装工事

不陸整正 ・ICT建設機械による施工

3,000m2以上

下層路盤工
・TS等光波方式出来形管理技術
・TLS出来形管理技術

上層路盤工 ・ICT建設機械による施工
コンクリート舗装工、 ・TS等光波方式出来形管理技術
アスファルト舗装工 ・TLS出来形管理技術
砂利舗装工 ・TS等光波方式出来形管理技術

暗渠排水
工事

吸水渠、 ・TS等光波方式出来形管理技術
１ほ場ことにおける施工延長が
10aあたり100m以上かつ対象
とする施工延長が1.1km以上

集水渠、 ・RTKーGNSS出来形管理技術
導水渠 ・施工履歴データ出来形管理技術
掘削、床掘 ・ICT建設機械による施工

水路工事
現場打開水路
鉄筋コンクリート大型フリューム
鉄筋コンクリートL型水路

・TS等光波方式出来形管理技術

施工延長100m以上
・TSノンプリズム出来形管理技術
・TLS出来形管理技術
・RTKーGNSS出来形管理技術

ため池改修工 堤体工

・TS等光波方式出来形管理技術

堤高15m未満の堤体

・UAV出来形管理技術
・TLS出来形管理技術
・UAVレーザー出来形管理技術
・地上移動体搭載型LS出来形管理技術
・RTKーGNSS出来形管理技術
・モバイル端末出来形管理技術

付帯構造物工事
コンクリートブロック工、石積（張）工、コンク
リート側溝工、コンクリート管渠工

・TS等光波方式出来形管理技術
・UAV出来形管理技術
・TLS出来形管理技術

土工、ほ場整備工事及び舗
装工事と同様



国営土地改良事業等におけるBIM/CIM活用ガイドラインを策定するに当たっての方針
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⚫ 令和５年度の「国営土地改良事業等におけるBIM/CIM活用ガイドライン（案）（以下「NNガイドライ
ン」という）」の検討は、NN独自工種を含めて、「頭首工編」 、「水路工編」 、「ダム編」、「た
め池編」、「ポンプ場編」を予定。

⚫ いずれも検討内容が多岐に渡るため、複数年での検討を想定（頭首工編はR５策定予定）。

工種等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

共通編、土工編、
ほ場整備工事編

頭首工編

水路工編

ダム編

ため池編

ポンプ場編

【NNガイドラインの今後の検討スケジュール（案）】

ガイドライン策定

ガイドライン策定（～令和５年度）

ガイドライン策定（～令和６年度）
※検討状況によって令和７年度までの可能性

ガイドライン策定（～令和６年度）
※検討状況によって令和７年度までの可能性

ガイドライン策定（～令和６年度）
※検討状況によって令和７年度までの可能性

ガイドライン策定（～令和６年度）情報収集、資料整理等



情報化施工技術の活用ガイドラインの改正経緯及び今後の予定

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

N
N
独
自
工
種

ほ場
整備工

水路工

暗渠
排水工

ため池
改修工

国
交
省
と
の
共
通
工
種

土工

舗装工

付帯
構造物工

地盤
改良工

法面工

〇 令和４年度は、水路工、暗渠排水工及びため池改修工を追加。
〇 令和５年度は、地盤改良工及び法面工を追加するとともに、水路工及びため池改修工を改定予定。

策定

策定

策定

改定
・対象規模の拡大
・対象技術の拡大

策定

策定

策定

改定
・対象工種の拡大
・対象技術の拡大

改定
・対象技術の拡大

改定
・対象規模の拡大
・対象技術の拡大

改定
・対象工種の拡大
・対象技術の拡大

改定
・対象工種の拡大

改定
・対象技術の拡大

策定

策定

策定

改定
・対象技術の拡大

17
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【情報化施工技術活用工事の定義】

・農業農村整備事業における「情報化施工」とは、以下の①～⑤の
プロセスのいずれかの技術を活用したものである。

①３次元起工測量
②３次元設計データ作成
③ICT建設機械による施工
④３次元出来型管理等の施工管理
⑤３次元データの納品

※国土交通省で定義している「ICT工事」とは別であることには留意。国土交通
省では、上記①～⑤の全てを実施したものを「ICT活用工事」と定義している。

（出典：情報化施工の活用ガイドライン（R5.4農林水産省）1-1より）

情報化施工技術活用工事の定義



３次元起工測量

３次元設計データ
作成

ICT建設機械
による施工

３次元出来形管理等
の施工管理

３次元データの
納品と検査

情報化施工技術活用工事の主な流れ

UAV（無人航空機）や地上型
レーザースキャナー等を用いた
現況地形の３次元測量

２次元の発注図面から
３次元設計データを作成

MC/MG機能があるICT建設機械
により、 GNSSで位置を把握しつ
つ３次元設計データに即して施工

UAV（無人航空機）や地上型
レーザースキャナーによる
測量等を用いた施工管理

作成した３次元データ
に基づく検査及び納品

UAV航行ルート ３次元点群データ（起工時）

２次元発注図面 ３次元設計データ

ICT建設機械 GNSS基準局

地上型レーザースキャナ 設計値との差の面的評価

情報化施工の出来形管理図表 ３次元点群データ（完成時）

• UAV測量では多数の撮影画像を重ね
合わせて３次元地形を復元。

• 短時間の作業で広い範囲の測量が
可能。

• 起工測量データと３次元設計デー
タとの対比により数量を計算。

• 設計業務段階から３次元設計がさ
れていれば更なる効率化が可能。

• ３次元設計データをICT建設機械
に取り込みガイドデータとして使
用。

• バケットやブレードの位置が正確
にリアルタイムで把握できる。

• 従来施工とは異なる施工管理基準
を定めて適用。

• 出来形計測は10cmメッシュに１点
の密度で行うため形状が面的に把
握できる。

• 電子納品時には、点群データ等の
成果品を保存。

19



20
（出典：農林水産省農村振興局 整備部設計課 研修資料(R5.6.23)より抜粋）

情報化施工技術活用工事のフロー
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【ポイント】
・情報化施工技術の活用を希望する内容を確認

【ポイント】
・情報化施工について、設計変更の対象とするか受発
注者協議を行う。
・施工（実作業）の前に協議を完了させること。

【ポイント】
・情報化施工技術を活用した施工を行う場合は、
①どの施工プロセスで
②どの適用技術を用いて
③どのような作業を行うのか
を明確にする。

情報化施工技術の活用に係る受発注者協議

21



22（出典：農林水産省農村振興局 整備部設計課 研修資料(R5.6.23)より抜粋）

【ポイント】
情報化施工技術を活用した施工を行
う場合は、①どの範囲において、②
どのような情報化施工技術を活用す
るか、施工計画書に明記する。

施工計画書への記載（例）



今後解決すべき課題

○３Ｄデータソフトの違いによる課題
・使用ソフトの違い（建設業：SiTECH3Dの使用実績が多い。コンサル：Ｒ３業務

ではCivil3D,InfraWorksを使用）
・ソフト機能の違いにより、コンサルが作成した３Ｄデータを施工業者がうまく

利用できない場合がある。
・多くの建設業が使用しているソフト（SiTECH3D）では、コンサル業務段階で３

Ｄ設計データを作成することが困難。
→業務成果品としての３Ｄデータは、２ＤデータにＺ値を入力する簡易な３Ｄ

データ（建機入力データに近似）を作成する等、作成レベルを検討する。
○３Ｄデータの作成範囲、必要な詳細度等の設定
・重機の刃先が３Ｄ設計範囲から逸脱すると、ＩＣＴ建機が作動しなくなる。
→特に法面等の３Ｄデータは、施工範囲よりやや外側まで作成する必要がある。
○業務３Ｄ成果品の精度・品質の向上
・取付道路の形状、農道の曲点部分の形状等の精度が良くない場合がある。
○起工測量データの引継ぎ
・点群データ密度やパソコン処理能力により、対応が困難（点群データが開けな

い、処理に時間がかかる等）となる場合がある。
○土量の変化率に係る課題（特に大規模農地再編）

⇒課題解決を図り、情報化施工を推進していく。 23
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まとめ

・建設業における就業者の減少・高齢化は大きな課題（特に、北海道は高齢化率が
高い）。

・「土工」や「コンクリート工」は、近年、生産性はあまり向上しておらず、これ
らの生産性向上は急務。生産性の向上に関して、情報化施工技術は課題解決に繋
がる重要なツール。

・情報化施工（ＩＣＴ工事）は、旧建（道路・河川等）が先行しており、農業部門
での導入加速化は急務。

・農業部門での情報化施工技術の導入について、工事の省力化・省人化に加え、営
農段階の活用のメリットも有している。

・農業部門で適用となる「情報化施工技術の活用ガイドライン（農林水産省」は、
毎年更新されており、今後も更なる工種の適用が見込まれる。

・情報化施工に係る費用は、設計変更で計上するため、工事施工前の受発注者協議
が肝要であり、活用技術・範囲、費用計上の有無等について、適宜・適切なタイ
ミングで受発注者協議を行って欲しい。

・業務３Ｄデータを工事施工に引き継ぐ場合の課題も多く残されているが、検討を
進めていく。
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